
（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

住宅用自然エネルギー導入促進事業費補助金を交付した件数（目標値は年度の上限）

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

130 117

実績 156 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

住宅用自然エネルギー導入件数

件
目標 180 162 145

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 11,328 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 11,326 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 22,654 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 22,654 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

補助対象 
①太陽光発電 
②小型風力発電施設 
③ペレットストーブ 
④薪ストーブ 
⑤太陽熱温水器 
⑥民生用燃料電池 

補助対象 
①太陽光発電 
②小型風力発電施設 
③ペレットストーブ 
④薪ストーブ 
⑤民生用燃料電池

補助対象 
①太陽光発電 
②小型風力発電施設 
③ペレットストーブ 
④薪ストーブ 
⑤民生用燃料電池

補助対象 
①太陽光発電 
②小型風力発電施設 
③ペレットストーブ 
④薪ストーブ 
⑤民生用燃料電池

補助対象 
①太陽光発電 
②小型風力発電施設 
③ペレットストーブ 
④薪ストーブ 
⑤民生用燃料電池

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

① １３５件 
② 　　０件 
（申請なし） 
③ 　　１件 
④ 　１２件 
⑤ 　　０件 
（申請なし） 
⑥　　 ８件

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

住宅用自然エネルギーを導入する市民

意図
（どのような状態
にするために）

自然エネルギーの有効利用と化石燃料に替わるエネルギー普及により二酸化炭素の排出量を削減するとともに、 
地球温暖化の防止と環境保全意識の高揚を図る

手段
（どうするのか）

補助金を交付する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 住宅用自然エネルギー導入促進事業費 予算事業コード 01-04-01-05-08-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
鳥取市の年間ごみ総排出量（H26年度：61,181kg　以降前年度比1％減） 60,867ｋｇ -

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市自然エネルギー等導入
促進事業費補助金交付要綱

施策 4203 循環型社会の形成

事業分類区分 建設、整備

自然エネルギーの導入 10,969ｋｗ 14,000ｋｗ 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029200 重点施策 該当なし

事務事業名 住宅用自然エネルギー導入促進事業 所属名 環境下水道部　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成16年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 ■ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

■ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

激変緩和のため、補助基準額等の見直しを行い、補助内容の縮小・廃止に向けた調整を行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画とおり今年度事業を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
本事業はあくまで希望（申請）者に対し実施するもので、目標値は年度内の
上限値を設定している。目標値と比較すると実績値は下回っているが、希望
（申請）者への支援は実施できた。[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目

標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境政策係 0857-20-3218 
 
【１０次総の施策体系】4203 
 
【予算上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２０９（環００５） 
 
【事業の概要】 
　自然エネルギーの有効利用を図るため、太陽光発電システムへの補助金を平成１６年度 
から交付し、一般住宅における太陽光発電の普及に努めてきたところである。太陽光発電 
施設の設置数は毎年増加しており、市民の地球温暖化防止への関心が高まりつつある。 
　自然エネルギーの有効利用と化石燃料に替わるエネルギー普及により二酸化炭素の排出 
量を削減するとともに、地球温暖化の防止等意識の高揚を図る。 
　・太陽光発電　　　　　　　太陽電池出力１kw当たり3万円を補助 　（上限20万円） 
　・小型風力発電施設　　　　設置に要する経費の１／１０を補助　　（上限10万円） 
　・ペレットストーブ　　　　設置に要する経費の１／１０を補助　　（上限６万円） 
　・薪ストーブ　　　　　　　設置に要する経費の１／１０を補助　　（上限６万円） 
　・民生用燃料電池システム　設置に要する経費の１／１０を補助　　（上限18万円） 
　・その他自然エネルギー　　設置に要する経費の１／１０を補助　　（上限５万円）　 
 
【事業の成果】 
　本補助金は、鳥取市環境基本計画に基づき、市民の自然エネルギー導入へのインセンテ 
ィブを高めており、その結果、ＣＯ２削減が図られている。 
 
【今後の課題・方向性】 
　今後とも補助制度を継続すべきであるが、設置経費の低価格化や自然エネルギー促進を 
とりまく状況の変化等に伴い、今後の方針を検討し補助基準額等を見直す必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
住宅用自然エネルギー導入件数

87%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

ダンボールコンポスト補助件数

受講者アンケート調査で環境意識が高くなったと回答をした受講者の割合

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

80 80

実績 75 0 0 0 0

（指標の説明）
講習参加者の環境意識の向上

％
目標 80 80 80

200 200

実績 24 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

ダンボールコンポスト補助件数

件
目標 200 200 200

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 64 0 0 0

その他 219 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 283 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 283 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①生ごみ減量講習会 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
③ごみ減量等優良事業 
所認定

①生ごみ減量講習会 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
③ごみ減量等優良事業 
所認定

①生ごみ減量講習会 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
③ごみ減量等優良事業 
所認定

①生ごみ減量講習会 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
③ごみ減量等優良事業 
所認定

①生ごみ減量講習会 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
③ごみ減量等優良事業 
所認定

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①生ごみ減量講習会 
　　７回　５３名 
②生ごみ堆肥化容器等 
の購入費補助 
　　２５件 
③ごみ減量等優良事業 
所認定 
　　累計２２社

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

市民

意図
（どのような状態
にするために）

ごみ減量化と再資源化を推進する

手段
（どうするのか）

市民・事業者・行政が一体となって、ごみの排出抑制・再資源化を促進するため啓発活動等を実施

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ごみ減量化推進事業費 予算事業コード 01-04-02-01-05-08

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
鳥取市の年間ごみ総排出量（H26年度：61,181kg　以降前年度比1％減） 60,867ｋｇ -

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市家庭用生ごみ堆肥化容
器等購入費補助金交付要綱

施策 4203 循環型社会の形成

事業分類区分 ソフト(任意)

自然エネルギーの導入 10,969ｋｗ 14,000ｋｗ 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029300 重点施策 該当なし

事務事業名 ごみ減量化推進事業 所属名 環境下水道部　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成 2年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後も継続実施する。ただし、実績が目標に達していないので、さらなる市民啓発等の取り組みが必要である。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画とおり今年度事業を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
年度目標を下回り、市民啓発不足が懸念される。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
講習参加者の環境意識の向上

94% 94%

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】環境政策係 0857-20-3218 
 
【１０次総の施策体系】4203 
 
【予算上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２１１（環０１０） 
 
【事業の概要】 
　平成１９年１０月から制度開始となった家庭ごみ有料化により、家庭ごみは減少したが 
、減量効果を維持し、さらなる事業所ごみを含めた減量化・再資源化を積極的に推し進め 
る必要がある。 
① 事業所ごみ減量化の取組 
　ごみ減量等優良事業所認定・表彰制度の実施 
② ごみ減量推進事業 
　生ごみ処理容器等の購入補助の実施 
　　　※ 処理容器購入費用の２／３相当額を補助 
 
【事業の成果】 
　講習会等の普及啓発により、生ごみ減量化に取り組む市民・事業所が増加した。 
① ごみ減量等優良事業所認定　　累計２２社 
② 生ごみ処理容器等購入補助件数 
　　　平成２６年度　　１１６件 
　　　平成２７年度　　　５４件 
　　　平成２８年度　　　２４件 
 
【今後の課題・方向性】 
　身近で、誰でもすぐに取り組める減量化を全市的に盛り上げ、行政・事業所・市民が一 
丸となって取り組んでいく。 
　ただし、実績が目標に達していないため、さらなる市民啓発等が必要である。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
ダンボールコンポスト補助件数

12%



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

使用済小型家電の回収量

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029400 重点施策 該当なし

事務事業名 小型家電リサイクル事業 所属名 環境下水道部　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成26年度　～　全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり 　

施策 4203 循環型社会の形成

事業分類区分 ソフト(義務)

自然エネルギーの導入 10,969ｋｗ 14,000ｋｗ 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

使用済み小型電子機器

意図
（どのような状態
にするために）

資源の有効活用をするため

手段
（どうするのか）

拠点回収及び大型ごみからのピックアップ回収を行う

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 小型家電リサイクル事業費 予算事業コード 01-04-02-01-05-11

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
鳥取市の年間ごみ総排出量（H26年度：61,181kg　以降前年度比1％減） 60,867ｋｇ -

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①拠点回収の実施 
②市民への制度周知

①拠点回収の実施 
②市民への制度周知

①拠点回収の実施 
②市民への制度周知

①拠点回収の実施 
②市民への制度周知

①拠点回収の実施 
②市民への制度周知

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①拠点数：１４箇所 
　回収量：３３ｔ 
②ごみ収集計画表（全 
戸配布）に掲載

　 　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,994 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,994 0 0 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 961 0 0 0

その他 71 0 0 0 0

一般財源 962 0 0 0 0

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

使用済小型家電回収量

ｔ
目標 30 30 30

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

30 30

実績 33 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】廃棄物対策係 0857-20-3217 
 
【１０次総の施策体系】4203 
 
【予算上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２１２（環０１１） 
 
【事業の概要】 
　「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」に基づき、使用済小型電子機 
器等を分別収集するため、市役所本庁舎・駅南庁舎及び各総合支所、協力販売店等にて、 
回収ボックスを利用した拠点回収を行う。 
 
【事業の成果】 
　小型破砕ごみとして埋立処理されていたものを有用資源として売却することにより、資 
源の有効利用を図った。 
　　平成２６年度　　　７ｔ（１１月～３月） 
　　平成２７年度　　２２ｔ 
　　平成２８年度　　３３ｔ 
 
【今後の課題・方向性】 
　大型ごみ受付センターで回収された使用済小型電子機器のピックアップ回収を行うなど 
、事業の充実を図っていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
使用済小型家電回収量

110%

2
　

3
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画とおり今年度事業を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
年度目標の範囲内での事業実施となった。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

平成２７年度から拡充した事業を継続していく。



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

機械設備故障による緊急停止回数

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

0 0

実績 2 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

機械設備故障による緊急停止回数

回
目標 0 0 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 184,685 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 184,685 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 184,685 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①各清掃施設の定期修 
繕を計画

①各清掃施設の定期修 
繕を計画

①各清掃施設の定期修 
繕を計画

①各清掃施設の定期修 
繕を計画

①各清掃施設の定期修 
繕を計画

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①各清掃施設の定期修 
繕を実施

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

可燃ごみの適正な処理と、可燃ごみ処理施設（神谷・国府・ふくべ・ながお）の維持管理

意図
（どのような状態
にするために）

周辺環境に配慮するとともに、安定したごみ焼却量を維持し、市民生活に寄与

手段
（どうするのか）

適切な運転管理と修繕計画のもと、焼却施設の安定稼働を維持し、公害物質の発生抑制を行う

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 施設維持管理修繕費 予算事業コード 01-04-02-04-02-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
鳥取市の年間ごみ総排出量（H26年度：61,181kg　以降前年度比1％減） 60,867ｋｇ -

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4203 循環型社会の形成

事業分類区分 施設管理

自然エネルギーの導入 10,969ｋｗ 14,000ｋｗ 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029500 重点施策 該当なし

事務事業名 ごみ処理施設維持管理修繕事業 所属名 環境下水道部　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

□ ２．目標どおり

■ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後も継続して適正に実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画とおり今年度事業を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
機械設備故障による緊急停止があり、安定稼働ではなかったが、年度目標
の範囲内での定期修繕を実施し、市民影響はなかった。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】廃棄物対策係 0857-20-3217 
 
【１０次総の施策体系】4203 
 
【予算上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２１５（環０１７） 
 
【事業の概要】 
　市が設置している可燃ごみ処理施設４工場を安定稼働するため、計画的に修繕を行う。 
 
【事業の成果】 
　計画的に修繕を行い、可燃ごみ処理施設４工場は安定的に稼働されている。 
 
【今後の課題・方向性】 
　各施設の老朽化が進行しているため、修繕費の上昇が懸念される。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
機械設備故障による緊急停止回数



（おもて）

平成28年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

平成３４年度竣工予定の可燃物処理場建設事業の鳥取市負担金額

　

　

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0 0 0

847583 3223644

実績 91055 0 0 0 0

平成31年度 平成32年度指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活
動
指
標

1

平成３４年度竣工予定

千円
目標 111573 363678 385988

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2

0 0

一般財源 91,055 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 91,055 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 91,055 0 0 0 0

0

地方債 0 0

平成31年度 平成32年度

年度別計画

①東部広域への市町村 
負担金を支払

①東部広域への市町村 
負担金を支払

①東部広域への市町村 
負担金を支払

①東部広域への市町村 
負担金を支払

①東部広域への市町村 
負担金を支払

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①９１，０５５千円の 
負担金を支払

　 　 　 　

対象
（何を、誰を）

東部広域行政管理組合　可燃物処理場

意図
（どのような状態
にするために）

東部広域行政管理組合の可燃物処理場建設を支援する

手段
（どうするのか）

東部広域行政管理組合の事業実施に対する市町村負担金を支払う。 
① 可燃物処理施設に係る発注等支援業務 
② 各種調査業務 
③ 敷地造成工事　　　ほか

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 可燃物処理場建設広域負担金 予算事業コード 01-04-02-02-05-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 平成32年度
鳥取市の年間ごみ総排出量（H26年度：61,181kg　以降前年度比1％減） 60,867ｋｇ -

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4203 循環型社会の形成

事業分類区分 建設、整備

自然エネルギーの導入 10,969ｋｗ 14,000ｋｗ 運営方法 その他

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 029600 重点施策 該当なし

事務事業名 東部広域可燃物処理場建設事業 所属名 環境下水道部　生活環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 02 快適でゆとりある生活環境づくり



（うら）

５．平成28年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を上回る

■ ２．目標どおり

□ ３．目標を下回る

□

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

重要施策であり、適切に推進していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

年度計画の進捗度
計画とおり今年度事業を完了した。

[事業実績]タブの入力結果を基に、年度の事業
計画が3月末時点でどのような進捗状況かを選
択してください。

事業の成果
年度目標の範囲内での事業実施となった。

[指標]タブの入力結果を基に、年度末実績が目
標を達成できたかどうかを選択してください。

2
　

3
　

事務事業の実施概要

【問合せ先】廃棄物対策係 0857-20-3217 
 
【１０次総の施策体系】4203 
 
【予算上の経過】 
　なし 
 
【事業の概要】 
　国のごみ処理広域化計画に基づいて県が策定したごみ処理広域化実施計画を踏まえ、県 
東部地区１５市町村（当時）は可燃ごみを広域処理するための基本協定を締結した。 
　これにより、東部広域行政管理組合は新たにごみ処理施設を建設することとし、河原町 
国英地区において新工場の供用開始を目指している。 
　県東部地区の可燃ごみの焼却を１つの焼却場に集約することにより、ダイオキシン類等 
の発生リスクを抑え、かつ可燃ごみを広域処理をすることでごみ処理にかかるコストを削 
減する。 
　東部広域における事業実施に対する市町負担金を支払う。 
　①可燃物処理施設整備に係る発注等支援業務 
　　提案型の業者選定となることに係る、発注基準の作成業務 
　②調査業務 
　　埋蔵文化財調査業務、環境影響評価調査業務を行う。 
　③敷地造成工事 
　　敷地造成工事（４．２ｈａ）、支障構造物（水槽）撤去、水路設置工事を行う。 
　④その他 
　　用地の取得及び借上費、上水道納付負担金、地域活性化事業交付金 
 
【事業の成果】 
　市町村負担金を支払い、事業を適切に進めている。 
 
【今後の課題・方向性】 
　重要施策であり、適切に推進していく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

指
標
達
成
率

1
平成３４年度竣工予定

82%


